
議 案 第 35 号 

 令 和 ９ 年 度 に 愛 媛 県 県 立 特 別 支 援 学 校 の 高 等 部 に お い て 使

用 す る 教 科 書 を 別 添 目 録 の と お り 採 択 す る も の と す る 。  

 

令 和 ８ 年 ８ 月 12 日 提 出  

 

      愛 媛 県 教 育 委 員 会 教 育 長  髙  岡  哲  也   
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議 案 説 明  

 地 方 教 育 行 政 の 組 織 及 び 運 営 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 31 年 法 律

第 162 号 ） 第 21 条 第 ６ 号 の 規 定 に よ り 、 令 和 ９ 年 度 に 愛 媛 県

県 立 特 別 支 援 学 校 の 高 等 部 に お い て 使 用 す る 教 科 書 を 採 択 し

よ う と す る も の で あ る 。  
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〇 学校教育法〔抄〕 

                  （昭和２２年３月３１日法律第２６号） 

（令元法４４） 

  第３４条 小学校においては、文部科学大臣の検定を経た教科用図書又は文

部科学省が著作の名義を有する教科用図書を使用しなければならない。 

④ 教科用図書及び第２項に規定する教材以外の教材で、有益適切なものは、

これを使用することができる。 

⑤ 第１項の検定の申請に係る教科用図書に関し調査審議させるための審

議会等については、政令で定める。 

第８２条 第２６条、第２７条、第３１条（第４９条及び第６２条において

読み替えて準用する場合を含む。）、第３２条、第３４条（第４９条及び

第６２条において準用する場合を含む。）、第３６条、第３７条（第２８

条、第４９条及び第６２条において準用する場合を含む。）、第４２条か

ら第４４条まで、第４７条及び第５６条から第６０条までの規定は特別支

援学校に、第８４条の規定は特別支援学校の高等部に、それぞれ準用する。 

 

附則第９条 高等学校、中等教育学校の後期課程及び特別支援学校並びに特

別支援学級においては、当分の間、第３４条第１項（第４９条、第４９条

の８、第６２条、第７０条第１項及び第８２条において準用する場合を含

む｡）の規定にかかわらず、文部科学大臣の定めるところにより、第３４条

第１項に規定する教科用図書以外の教科用図書を使用することができる｡ 

 

〇 学校教育法施行規則〔抄〕 

                  （昭和２２年５月２３日法律第１１号） 

                            （令８文科令７） 

  第８９条 高等学校においては、文部科学大臣の検定を経た教科用図書又は

文部科学省が著作の名義を有する教科用図書のない場合には、当該高等学

校の設置者の定めるところにより、他の適切な教科用図書を使用すること

ができる。 

   

第１３１条 特別支援学校の小学部、中学部又は高等部において、複数の種

類の障害を併せ有する児童若しくは生徒を教育する場合又は教員を派遣

して教育を行う場合において、特に必要があるときは、第１２６条から第

１２９条までの規定にかかわらず、特別の教育課程によることができる。 

② 前項の規定により特別の教育課程による場合において、文部科学大臣の

検定を経た教科用図書又は文部科学省が著作の名義を有する教科用図書

を使用することが適当でないときは、当該学校の設置者の定めるところに

より、他の適切な教科用図書を使用することができる。 
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